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AI・テクノロジーで変わる会計／監査／人財
──�情報の出し手・受け手に求められる「情報を捉える視点」
とは

はじめに
デジタル化の進展により、デジタル化された情報が瞬時に
オンライン上で流通・共有され、容易に複製されるようにな
りました。情報伝達コストの低減により利便性が高まる一方
で、フェイクやデマといった誤った情報も瞬時に拡散され、
社会的な混乱を招く事態も実際に発生しています。情報の出
し手・受け手ともに、情報の真偽を見極めた上で情報を発信
または活用するといったリテラシーの向上が求められていま
す。
2022年2月5日、「AI・テクノロジーで変わる会計／監査／
人材」をテーマに、会計学を学ぶ大学生・大学院生に向けた
特別セミナーをオンラインで開催し、全国から113名の学生
に参加いただきました。本セミナーでは、❶会計を学ぶこと
の有用性、❷監査を学ぶことの重要性、❸これからの時代に
求められるスキルの3点について、会計監査の経験と監査業
務変革の取り組みを踏まえて講演を行いました。本稿は、当
日の講演の要点をまとめた上で、これからの時代における情
報との付き合い方について考察します。
文中における意見は、全て筆者の私見であることをあらか
じめ申し添えます。

1	 �「情報を捉える視点」を養うという観点で会計・監査を学ぶ意義がある

「将来的にAIに代替されると言われている会計を、これか
ら学ぶ意義はあるのでしょうか」。このような質問を、会計学
を学ぶ大学生・大学院生から受けることがあります。会計士
を目指す受験生の中には、AIを会計監査で当たり前に活用す
るようになったときの会計士のあり方について不安を抱いて
いる人も少なくありません。会計仕訳の起票ひとつとっても、
従来は取引明細の取得から仕訳の起票までヒトが行っていま
したが、会計システムと連携した銀行口座やクレジットカー
ドの取引情報を一括で取得し仕訳を自動起票できるようにな
るなど、テクノロジーの利活用が進んでいます。テクノロジー
で自動化可能な領域においては、ますますヒトが介在する余
地が少なくなっていき、ヒトが担う役割の大部分が、テクノ
ロジーが処理した結果を評価し判断することに集約されてい
くでしょう。このような時代だからこそ、「情報を捉える視点」
を養うという観点で、会計・監査を学ぶ意義があると考えて
います。

❶ 会計を学ぶことの有用性
企業の実態を貨幣を単位として表現するのが、会計です。

企業が行う全ての活動は最終的にお金の移動を発生させ、会
計のルールに従い財務情報として表現されます。裏を返せ
ば、会計の知識があれば、財務情報からどのような取引が行
われたのかを推測することや、企業の財政状態、経営成績、
キャッシュ・フローの状況を把握することができます。数値
化された情報は比較や分析が容易であり、会計の知識と組
み合わせることで、状況に応じた適切な意思決定を行うこと
が可能になります。このような特性がある会計は、社会人に
とって大切な要素として、英語やITと並んで「社会人の三種
の神器」に挙げられます（図表1）。
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❷ 監査を学ぶことの重要性
財務情報から実態を把握し、意思決定に役立てることがで

きるのが会計の知識だとすれば、その意思決定に使う情報そ
のものが信頼し得るものなのか判断するときに役立つのが監
査の知見です。監査は、情報の信頼性（トラスト）を高める
ものと言えます。

監査が情報の信頼性（トラスト）を高めるとはどういうこ
とか、ディスクロージャー制度を例に考えます。ディスクロー
ジャー制度の主たる当事者として、情報を利用して企業に資
金を提供する投資家、情報を開示して資金を調達する経営

者、および両者の間に介在し、保証業務を通じて情報の信頼
性を高める監査人の3者が挙げられます（図表2）。

投資家が企業に資金を提供する際、企業の将来を予測す
る上で企業の現状に関する情報が必要になるものの、その情
報を入手する機会について、投資家と経営者の間には大きな
格差があるのが一般的です。投資家と経営者の間にある情
報の非対称性を緩和し、証券の円滑な発行や流通を実現す
るため、企業が資金をどのように投資し、実際にどれだけの
成果を上げているのかについて情報開示を促すことが、ディ
スクロージャー制度の存在意義となります。

図表2：ディスクロージャー制度

説明責任 自己責任
原則
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出所：企業会計基準委員会「討議資料　財務会計の概念フレームワーク」（2006年12月）　https://www.asb.or.jp/jp/wp-content/uploads/begriff_20061228.pdf

図表1：社会人の三種の神器 ・ 会計と監査の関係
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経営者により開示される情報は、原則として現在までに生
じている事実であることが求められています。そして、経営
者は、投資家をはじめとするステークホルダーに対し、自社
の状況について正しく情報を説明する責任（アカウンタビリ
ティ）を負っています。しかし、経営者には自己または自社
の利益を図る上で事実を歪めた情報を開示する誘因があり、
自ら作った情報の正しさを自ら証明することはできません。
そこで、経営者は、独立した第三者である監査人に証明（保
証業務）を依頼します。

財務情報・非財務情報に関わらず、仮に経営者が開示す
る情報に誤りがあった場合、そしてその誤りが意図的なもの

（不正）であった場合、虚偽の表示がもたらす負の影響は誤っ
た情報を開示した企業にとどまらず、市場そのものに対する
投資家からの信認を著しく低下させることになります。だか
らこそ、市場の仕組みとして保証業務が組み込まれており、
独立した第三者である監査人が経営者が適切に開示してい
るかを確かめ、「適正」か「不適正」を意見として表明します。

監査人は情報の信頼性をどのように確保しているのか、リ
スク・アプローチの考え方を踏まえて紹介します。

監査は、リスク・アプローチを採用し、全ての項目に対し
てまんべんなく監査を行うのではなく、経済環境、企業の特
性などを勘案して、財務諸表の重要な虚偽表示につながる
リスクのある項目に対して重点的に監査資源を投入し、効果
的・効率的に実施します。これは企業が財務情報を作るとき
とは逆の視点で情報を見ることを意味しています（図表3）。

提供された情報がどのように作り上げられたものなのか
遡っていき、必要に応じて裏付けとなる情報を確認した上で、
信頼し得る情報なのかを判断するという視点は、情報があふ
れかえる現代において「情報を捉える視点」としてより一層
重要になると考えています。

2	 これからの時代に求められるスキル

日本政府はサイバー空間とフィジカル空間を高度に融合さ
せたシステムによって開かれる社会「Society 5.0」※1 の実現
を目指すとしており、今後ますますテクノロジーの活用を前
提とした世の中になっていくと思われます。しかし、AIの技
術がどんなに進歩したとしても、全てがテクノロジーに取っ

※1	 内閣府「Society 5.0」
	 https://www8.cao.go.jp/cstp/society5_0/

図表3：リスクアプローチ

監査

企業

リスクアプローチ

公表データ外部とのやり取り

注文書 見積書

請求書 検収書

配送伝票 船荷証券

証憑書類 取引データ 会計データ 貸借対照表、損益計算書、 
株主資本等変動計算書など

内部データ

受注データ
1 月 10 日　取引先 A
製品 A　1 個　@100　100
1 月 15 日　取引先 B
製品 A　2 個　@100　200
 ：

仕訳データ
（借方）売掛金（製品 - 国内） 100
（貸方）売上（製品 - 国内） -100
（借方）売掛金（製品 - 海外） 200
（貸方）売上（製品 - 海外） -200

 　：　　　　　：　　　　　   ：

出荷データ
1 月 11 日　取引先 A　 
製品 A　1 個　外部倉庫 X
1 月 16 日　取引先 B 
製品 A　2 個　外部倉庫 Y
 　　　　　　：

試算表
売上（製品 - 国内） 2,000,000
売上（製品 - 海外） 1,500,000
 　　：　　　　　　　　     ：
売上（合計） 5,000,000

出所：一般社団法人日本経済団体連合会「会社法施行規則及び会社計算規則による株式会社の各種書類のひな型（改訂版）」（2021年3月）
https://www.keidanren.or.jp/policy/2021/024.html
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て代わられるわけではありません。
テクノロジーと比べたときのヒトの優位性は、入力データ

の広さと思考力・洞察力の柔軟性です。テクノロジーは、整
形されたデータを決まった方法により高速で処理することに
は長けていますが、日々生成されるデータにはばらつきがあ
り、テクノロジーで一律に処理できない場合が頻繁に発生し
ています。また、処理方法は過去の知見から作られますが、
前提となる経済環境が大幅に変化したときなど、従来の処理
方法を踏襲できなくなることがあります。さらに、処理した
結果が世の中の常識に照らして適切かどうかをテクノロジー
自身が判断することは容易ではないと言われています。デー
タのばらつきや状況の変化に臨機応変に対応でき、世の中の
常識という曖昧なものを捉え成果物や新たなルールに反映で
きるという点が、ヒトの強みであると考えています。

時間や資金も含め有限な資源を最大限活かしていくため
にも、テクノロジーが得意な領域はテクノロジーに任せ、ヒ
トはそれ以外の領域に注力していくという発想をもつことで、
ヒトとテクノロジーが協創する社会が実現されていくと考え
ます（図表4）。

これからの時代は、テクノロジーを使いこなせるようにな
るために「物事をさまざまな視点から深掘りし、実態を適切
に把握できる力」が求められるようになります。このスキル

の根底にあるのが「情報を捉える視点」です（図表 5）。情報
を活用するに際して、どのような視点で情報を捉えているの
か、その視点で捉えるだけで十分なのか、まずは一度立ち止
まり考えてみることが重要になります。

例えば「今年は業績がいい」という情報を聞き、その情報
の信頼性（トラスト）を何も確認せず鵜呑みにしたとしたら、
それはその情報しか捉えていないことになります。これを「点
の視点」と表現することにします。業績がいいとはどのよう
な状況を言うのかを連想し、当期の売上高や純利益などを確
認した上で「今年は業績がいい」と判断したとすれば、視点
に広がりができ「線の視点」に変わります。良し悪しは何か
と比較して把握できるものであり、前期の財務情報と比較し、
増減幅や増減要因まで確認したとすれば、それは「面の視点」
と言えます。さらに、当該企業を取り巻く経済環境はどのよ
うなものか、同業他社と比較してどうか、業界慣行の有無な
ど、その他の要素も勘案して情報を立体的に捉えたとしたら、

「今年は業績がいい」という情報が示す実態をより鮮明に捉
えることができるようになります。この「立体的な視点」を
もつことで、情報をどのように捉え、評価し、判断したかを
相手から納得を得られるよう自分なりに説明ができるように
なると考えています。

図表4：これからの時代に求められるスキル（1/2）

広

高

入力データ

アルゴリズム

出力データ
ヒトとテクノロジー

の協創

テクノロジー

入力データ

思考力・洞察力

判断・意思決定

ヒト

（種類）文字、数字、音声、画像、動画など

ばらつきのあるデータ整形されたデータ

この瞬間

会計

監査

常識の範囲内の結果

過去

整形されたデータを扱い、
過去のデータから構築された
アルゴリズムに従い、常識を
考慮することなく結果を示す
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3	 おわりに

情報の受け手が「点の視点」「線の視点」「面の視点」「立体
的な視点」のいずれで情報を捉えるかにより、情報から見え
てくる実態が異なってきます。ときにはごく一部が切り取ら
れ、実態とはかけ離れた情報が拡散されることにより社会的
な混乱を招くこともあります。情報の受け手にとって重要な
のは、自分が扱う情報の真偽を「立体的な視点」をもって確
かめた上で活用することです。また、情報の出し手は、情報
の受け手が容易に実態を把握できるよう、作成した情報が実
態を反映したものになっているか、発信する情報に誤解され
る要素はないかなどを意識することで、情報の出し手である
企業自身の信頼性（トラスト）を高めていくことにつながる
と考えます。

図表5：これからの時代に求められるスキル（2/2）

点で捉える 立体で捉える面で捉える線で捉える

低 高

「今年は業績がいいです」
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にしている状態

● 当期の売上高はいくら？
● 当期の純利益はいくら？
● 資産や負債の状況は？

● 前期と比べて増減してる？
● 増減幅はどれくらい？
● 変動要因は？

● 経済環境の動向は？
● 同業他社の業績は？
● 業界慣行の有無は？

物事をさまざまな視点から深掘りし、実態を適切に把握できる力
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